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研究成果の概要（和文）：CT画像を対象とした新たなノイズ低減法である本手法が、実際の臨床画像への応用可
能性を検証した本研究により、臨床画像においても強力なノイズ低減による画質向上およびCT検査から得られる
定量的なパラメータの担保を両立可能であることを示した。また被ばく量や造影剤量の低減とともに、本手法に
よる画質維持も可能であることを示した。しかしながら、本手法では、検査時の心拍数や不整脈という点におい
て十分な効果が得られないという制約があるという課題も明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The present study using clinical images has shown that our proposed 
noise-reduction method is compatible with image quality improvement with substantial noise reduction
 and security of quantitative parameters obtained from the CT examination. Further, we could 
maintain the image quality as well as the radiation dose reduction and the contrast agent amount 
reduction using this noise-reduction method. However, there is a limitation in this noise-reduction 
method that a sufficient effect can not be obtained in terms of heart rate and arrhythmia at the 
time of CT examination.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
CT画像における新たなノイズ低減法である本手法が実際の臨床画像に対して利用可能を検証した本研究より、検
査時の心拍数や不整脈という点において一部制約があるという課題が明らかになり、その一方で、臨床画像にお
いても強力なノイズ低減による画質向上を可能にしつつ、CT検査から得られる定量的なパラメータである計測値
や狭窄度も担保されることが示された。また撮影に必要となる被ばく量および使用する造影剤量を減少しても、
本法による画質維持によって、これまでの画像と同様に得られることが示され、CT検査の低侵襲化に繋がる点は
本研究の社会的に重要な知見である。



１．研究開始当初の背景 
CT において、放射線被ばくや造影剤を低減した撮影法を実施する場合には、画像ノイズとの
トレードオフになるため、その増加したノイズを低減させる方法（ノイズ低減法）が精力的に
開発されてきている。CT の三次元データに加えて、時間軸に沿ったフィルターなどを適応さ
せた、さらに強力なノイズ低減法（4DNR：Four dimensional noise reduction）の開発が進ん
でいるなか、我々は、CT 画像が撮影対象の周囲を回転しながらデータ収集した「位相画像」
であることに注目し、再構成開始角度をずらすことで、「位相差画像」を作成し、それぞれのデ
ータ間は短い時間幅ながらも、時間軸をもたせることで、4DNRを適応できる手法を開発した。
この手法では、画像ノイズが 50％へ低減可能という技術原理は開発できているが、臨床画像へ
の効果を詳細には検証できておらず、実臨床における知見が少ないという状況にあった。それ
ゆえ、臨床画像にこの手法を適応することで診断能向上や検査侵襲度の低減が可能であること
を実証することを目的とした。 
 
２．研究の目的 
我々が原理を考案した、「位相差画像」を用いたノイズ低減法の臨床 CT 画像への応用を実現す
ることであり、複数の応用可能性の中から特に実臨床で得られた心臓大血管 CT 画像に適応す
ることで、画質向上による診断能向上や侵襲度低減が可能であることを実証することである。
具体的には、以下の 3 点を目的とした内容を研究期間内に行った。①画像分解能などの画質特
性を評価することで、臨床応用可能である妥当性を担保する。②診断が難しい領域において、
診断能が向上することを証明する。③被ばくや造影剤など検査侵襲度を低減できる撮影法の提
示とその妥当性の証明をする。 
 
３．研究の方法 
研究期間内には、このノイズ低減法の持つ複数の応用可能性の中から特に実臨床で得られた心
臓大血管 CT 画像に適応することで、画質向上による診断能向上や侵襲度低減が可能であるこ
とを実証することを目的として以下の 3 点の目的を立てた。①画像分解能などの画質特性を評
価することで臨床応用可能である妥当性を担保する。②診断が難しい領域において、診断能が
向上することを証明する。③被ばくや造影剤など検査侵襲度を低減できる撮影法の提示とその
妥当性の証明をする。具体的には以下の 4 つの課題を行った。 
 
（1）動態ファントムを用いた原理的妥当性とその限界の把握 
臨床応用可能である妥当性を担保する目的として、動態ファントムを用いて、複数の脈拍を模
擬し、本法のノイズ低減効果と撮影時の線量効率との関係を明らかにするとともに、本手法に
含まれる動き補正（画像非剛体位置合わせ）の精度に伴うと予想される冠動脈狭窄度への影響
を評価した。 
 
（2）実臨床画像におけるノイズ低減の程度と、ノイズ低減後の計測値の妥当性 
心電図同期 CTによる実臨床画像においても、ノイズ低減率の評価と、本手法に含まれる動き補
正（画像非剛体位置合わせ）の精度に伴うと予想される画像の変化や歪みがないことを、臨床
上に必要な計測値を用いて評価した。 
 
（3）実臨床画像における冠動脈 CTの造影剤低減とノイズ低減法の併用による画質維持 
実臨床における冠動脈 CTで低造影剤、低管電圧撮影を行う際に、十分な被ばく線量をかけられ
ない患者に対して、本手法でノイズ低減を行い、コントラストノイズ比が維持できることを評
価した。 
 
（4）実臨床画像における診断の難しい細緻な脈管の描出における本法による向上 
これまで描出が困難であった、細緻な脈管描出を目的とした冠動脈 CT において、高精細な関
数による分解能上昇を目指しつつ、本法のノイズ低減による画像ノイズの維持を行い、画質向
上が可能であることを評価した。 
 
 
４．研究成果 
（1）動態ファントムを用いた原理的妥当性とその限界の把握 
60、70 心拍に模擬した動態ファントム内の狭窄ファントムを 5回撮影し、最適心位相（60心拍；
拡張中期、70心拍：収縮末期）から位相をずらした 2および 3位相を用いて最適位相のノイズ
低減画像を補間作成した。コントラストノイズ比（CNR）、必要位相再構成に必要な撮影時間（撮
影線量）にて正規化した CNR および狭窄率を計測した。CNR は 5%刻み 3位相、撮影線量にて正
規化した CNR は 4％刻み 2 位相でのノイズ低減法が最も高いことを示した。なお、狭窄率評価
は心拍 60bpm では離れた位相でのノイズ低減画像を用いても差を認めなかった。しかし心拍
70bpm で収縮期再構成を模擬した場合では、4%刻み 2 位相より位相が離れると、狭窄率は過小
評価を示した。以上より、どの心拍数においても最も線量効率が高い心臓画像が提供できる、
汎用性の高い条件は、4％刻みの 2位相から作成したノイズ低減画像であり、その際収縮期再考



性においても狭窄率は担保される。一方で、本法による最大のノイズ低減効果を得るためには、
十分に心拍数を下げた上での 3位相を得ることが重要である。 
 
（2）実臨床画像におけるノイズ低減の程度と、ノイズ低減後の計測値の妥当性 
経動脈的大動脈弁置換術（TAVI）前における大動脈弁輪部の計測用の CT では、心電図同期で複
数位相を撮影することが多いために被ばく線量が増加する。それに対して、本法によるノイズ
低減および計測値が妥当であれば、さらなる被ばく線量低減につながる。そのため、まず通常
撮影の計測法で計測したものとノイズ低減を加えた方法で、TAVI 弁のサイズ決定に影響するか
を評価した。本法を利用することで、TAVI 用の撮影など、複数位相のある心電図同期撮影では、
最適な時間幅を持った（50ms 以上）の複数位相を用いることで、強力なノイズ低減が可能であ
り、被ばく線量は約半分にできる可能性が示唆された。なお、計測値の誤差は計測者間の誤差
より低く、TAVI 弁のサイズ決定には影響はなかった。しかしながら、位相間で動きの早く、大
きく動いている構造物（弁尖）では、ブレによる画像のアーチファクトが出現する欠点も認め
られた。 
 
（3）実臨床画像における冠動脈 CTの造影剤低減とノイズ低減法の併用による画質維持 
70kV など低い管電圧で撮影することで、造影効果を 2倍へ上昇することが可能である。その効
果を利用し、造影剤を半減することが可能である。しかしながら、最新の CT を用いても低管電
圧の際に十分な線量をかけるための、高電流が十分ではない。その線量不足に対して本法を利
用し、妥当な CNR になることを評価した。これまでの 100％造影剤および 120kV での撮影に対
して、60%造影剤および 70kV 撮影では、冠動脈本幹での CNR はわずかに低くなり、線量不足の
可能性が示唆された。しかし本法を追加で使うことで、冠動脈本幹での CNR は有意に向上し、
これまでの 100％造影剤使用時の CNR からも有意に向上し、線量低減と造影剤量低減の両方に
おいて有用であると示された。 
 
（4）実臨床画像における診断の難しい細緻な脈管の描出における本法による向上 
閉塞性肥大型心筋症に対する経カテーテル中隔アブレーション術（PTSMA）前において、ターゲ
ットとなる中隔枝の評価に冠動脈 CTが期待されているが、これまで細い血管のために描出が困
難であったが、空間分解能を向上できる高周波関数による再構成を応用して描出を試みた。し
かしながら、ノイズ上昇の影響もあり、十分な描出ではなかったため、上昇したノイズを低減
しつつ、分解能を維持できる本法を加え、描出の程度を評価した。第１−3 中隔枝を対象に治療
前の冠動脈造影をリファレンスに、CT にて描出できた中隔枝の本数と連続する長さを計測し、
本法による描出向上を確認した。本法により細い中隔枝を 1本追加で描出できた。さらにそれ
ぞれの中隔枝の長さは統計学的に有意に長くなり、本法による描出向上が示された。 
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